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削減量を目標
達成に活用

二国間クレジット制度（JCM）及び資金支援事業

＜JCM資金支援事業の意義＞
•初期コストがネックで普及されない低炭素技術について、
資金支援により初期コストを低減することで普及を促進。

•世界全体の排出削減に貢献するとともに、実現されるCO2
削減量のうち1/2以上を日本の削減目標達成に活用

•民間企業の海外展開も実現するため、日本にも大きく裨益
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＜環境省資金支援事業による実績＞
•現在、候補を含むJCMプロジェクト（102件）のうち94件
を実施（設備補助：91件、ADB・REDD+：3件、経産省事業：11件）

•CO2削減量は合計で年間約46万tCO2／年。2030年度ま
での累積では約460万トンの見込み。

•これまでに2件から、概ね半年分で約200トンのクレジッ
トを発行済み。このうち約7割を日本政府が獲得済み。 7
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＜COP21首脳会合 安倍総理スピーチ（平成27年11月30日）＞
「先進的な低炭素技術の多くは、途上国にとってなかなか投資回収を見込み
にくいものです。日本は、二国間クレジット制度などを駆使することで、途
上国の負担を下げながら、画期的な低炭素技術を普及させていきます。」

•JCMは日本がリーダーシップを発揮して世界に先駆けて実現した制度であ
り、国際的にも認められてパリ協定に盛り込まれた。

•16か国のパートナー国と協力してJCMを実施しており、国際貢献の要。



モンゴル(4件):
○高効率型熱供給ﾎﾞｲﾗ (数理計画)※※ ○農場2.1MW太陽光発電(ﾌｧｰﾑﾄﾞｩ)
○10MW太陽光発電(ｼｬｰﾌﾟ) ○農場8.3MW太陽光発電(ﾌｧｰﾑﾄﾞｩ)

インドネシア(24件)：
○工場空調ｴﾈﾙｷﾞｰ削減(Batang市)(荏原冷熱ｼｽﾃﾑ) ※ ○ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ省ｴﾈ(ﾛｰｿﾝ) ※

○高効率冷却装置(前川製作所) ※※ ○冷温同時取出し型ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ(豊田通商)
○工場空調ｴﾈﾙｷﾞｰ削減(荏原冷熱ｼｽﾃﾑ) ※ ○ｾﾒﾝﾄ工場30MW廃熱発電(JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ)
○太陽光発電ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞｼｽﾃﾑ(伊藤忠商事) ○ﾘｼﾞｪﾈﾊﾞｰﾅｰ (豊通ﾏｼﾅﾘｰ)
○省ｴﾈ型冷凍機 (荏原冷熱ｼｽﾃﾑ) ※ ○省ｴﾈ型段ﾎﾞｰﾙ古紙処理ｼｽﾃﾑ (兼松)
○省ｴﾈ型織機(東ﾚ) ○高効率冷凍機(NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ)
○ｽﾏｰﾄLED街路灯(NTTﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ) ○ﾌｨﾙﾑ工場高効率貫流ﾎﾞｲﾗ (三菱樹脂)
○ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ(豊田通商) ○ｺﾞﾙﾌﾎﾞｰﾙ工場高効率貫流ﾎﾞｲﾗ(住友ｺﾞﾑ工業)
○ｼﾞｬｶﾊﾞﾘﾝ1.6MW太陽光発電(ｼｬｰﾌﾟ) ●焼畑抑制REDD+(兼松)
○10MW小水力発電(ﾄｰﾖｰｴﾈﾙｷﾞｰﾌｧｰﾑ) ○高効率織機(日清紡ﾃｷｽﾀｲﾙ)
○物販店舗LED(ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ) ○産業排水処理省ｴﾈ(関西環境管理技術ｾﾝﾀｰ)
○空調高効率制御(ｱｲﾌｫｰｺﾑ東京) ○食品香料工場500kW太陽光発電(ﾈｸｽﾄｴﾅｼﾞｰｱﾝﾄﾞﾘｿｰｽ)

パラオ(3件)：
○商業施設370kW太陽光発電(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ) ※

○学校150kW太陽光発電 (ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ) ※

○商業施設440kW太陽光発電Ⅱ(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ) ※

モルディブ(2件)：
○校舎190kW太陽光発電(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)
■ｱｯﾄﾞｩ環礁ｽﾏｰﾄﾏｲｸﾛｸﾞﾘｯﾄﾞ

マレーシア(1件)：
○ 140kW太陽光発電(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所)

ケニア(3件)
○ﾛｯｼﾞ300kW太陽光発電 (ｱﾝｼﾞｪﾛｾｯｸ)
○6MW小水力発電(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)
○工場1MW太陽光発電(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)

○2013年度設備補助：7件採択(3か国) ○2014年度設備補助：14件採択(7か国)
■2014年度ADB基金：1件採択(1か国) ○2015年度設備補助：34件採択(10か国)
○2016年度設備補助：34件採択(9か国) ●REDD+プロジェクト補助：2件採択(2か国)

パートナー国合計：91件採択(15か国)

タイ(18件)：
○ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ省ｴﾈ(ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ) ○工場1.0MW太陽光発電(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)
○省ｴﾈ型織機(東ﾚ) ○省ｴﾈ型冷凍機･ｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ(ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ)
○ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ(新日鉄住金ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ) ○高効率冷凍機(稲畑産業)
○省ｴﾈ型空調ｼｽﾃﾑ・冷凍機(ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ) ○省エネ冷却ｼｽﾃﾑ(兼松)
○高効率型電解槽(旭硝子) ○省エネ型冷水供給ｼｽﾃﾑ(日本ﾃﾋﾟｱ)
○物販店舗LED(ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ) ○ｾﾒﾝﾄ工場12MW廃熱発電(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所)
○自動車部品工場ｺｼﾞｪﾈ(ﾃﾞﾝｿｰ) ○冷凍機と濃縮機(協和発酵ﾊﾞｲｵ)
○ﾍﾟｲﾝﾄ工場1.5MW太陽光発電とEMS (ﾌｧｲﾝﾃｯｸ) ○ｴｱｺﾝ部品工場3.4MW太陽光発電(ｼｬｰﾌﾟ)
○冷温同時取り出し型ヒートポンプ (CPFJAPAN) ○ 5MW水上太陽光発電(ﾃｨｰｴｽﾋﾞｰ)

カンボジア(5件)：
○高効率LED街路灯(ﾐﾈﾍﾞｱ) ○学校200kW太陽光発電 (ｱｼﾞｱｹﾞｰﾄｳｪｲ)
○ 1MW太陽光発電と高効率ﾁﾗｰ(ｲｵﾝﾓｰﾙ) ○学校800kW太陽光発電(ｱｼﾞｱｹﾞｰﾄｳｪｲ)
○ 配水ポンプのインバータ化（ﾒﾀｳｫｰﾀｰ）

ミャンマー(4件)：
○700kW廃棄物発電(JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ)
○省エネ型醸造設備(ｷﾘﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ)
○高効率貫流ﾎﾞｲﾗ(ｴｰｽｺｯｸ)
○1.8MWもみ殻発電(ﾌｼﾞﾀ)

ラオス(1件)：
●焼畑抑制REDD+(早稲田大学)

エチオピア(1件)：
○ﾊﾞｲｵﾏｽ･ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ

(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)

環境省JCM資金支援事業 案件一覧(2013～2016年度) 2016年12月2日時点

サウジアラビア(1件)：
○高効率電解槽(兼松)

メキシコ(2件)：
○ 4.8MWメタンガス回収発電(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所)
○貫流ボイラーと燃料転換 (ｻﾝﾄﾘｰｽﾋﾟﾘｯﾂ)

コスタリカ(２件)：
○5MW太陽光発電(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所)
○高効率ﾁﾗｰ(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所)

バングラデシュ(6件)：
○食品工場省ｴﾈ型冷凍機(荏原冷熱ｼｽﾃﾑ) ○高効率織機(豊田通商)
○工場320kW太陽光発電(YKK) ○50MW太陽光発電(ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ)
○紡績工場省ｴﾈ型冷凍機(荏原冷熱ｼｽﾃﾑ) ○空調省エネ(荏原冷熱ｼｽﾃﾑ)

ベトナム(15件)：
○ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾀｺｸﾞﾗﾌ (日本通運) ※ ○高効率変圧器 (裕幸計装) ※

○高効率ｴｱｺﾝ(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所) ○省ｴﾈ型空調(ﾘｺｰ)
○電槽化成設備(日立化成) ○高効率電気炉(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所)
○ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ320kW太陽光発電 (ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ) ○南部・中部地域高効率変圧器 (裕幸計装)
○空調制御ｼｽﾃﾑ (裕幸計装) ○高効率焼成炉(TOTO)
○ｾﾒﾝﾄ工場4.75MW廃熱発電(NTTﾃﾞｰﾀ経営研究所) ○高効率ポンプ(横浜ｳｫｰﾀｰ)
○工場省エネ(HOYA) ○北部地域等高効率変圧器(裕幸計装)
○電線製造工場省ｴﾈ(矢崎部品)

下線は運転開始したもの（合計31件。うち7件は一部運転開始）

※はJCMプロジェクトとして登録されたもの（合計13件） 3



JCM資金支援事業・実証事業の件数の分野別内訳

パートナー国のうち16か国で102件を実施中（2016年12月2日時点）

省ｴﾈ（生産設備） 件数

織機 4

省エネ設備 4

蒸気ﾎﾞｲﾗ 4

工業炉 3

電解槽 3

LED照明 3

生産ﾗｲﾝ 2

運転制御 2

ポンプ 2

温水器 1

省ｴﾈ（ｲﾝﾌﾗ） 件数

送電線変圧器 3

LED街路灯 2

暖房用ﾎﾞｲﾗ 1

ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ 1

排水処理 1

送電線 1

再エネ 件数

太陽光発電 25

小水力発電 4

バイオマス発電 1

省エネ 件数

空調 18

冷凍・冷蔵 6

（9件）

（4）

（2）
（2）

（1）

（30件）

（28件）

（24件）

（9件）

4

再エネ

29%

省エネ

（生産設備）

27%

省エネ

（空調、

冷凍・冷蔵）

24%

省エネ

（インフラ等）

9%

コジェネ

4%

廃熱回収

2%

廃棄物 2%
交通

1%

REDD+

2%
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JCM設備補助事業による効果

補助率の経年変化費用対効果

• プロジェクトごとの費用対効果をみると、その多くは1,000円/tCO2以下。事業全体の費用対
効果（約3,500円／tCO2）は、エネ特事業全体のうち上位に位置づけられる。
※「補助金申請額が5億円以上の案件は5千円/tCO2、補助金申請額が5億円未満の案件は1万円/tCO2」という
審査時の費用対効果の基準を明確化している

※「行政事業レビューシートを用いた温暖化対策事業の評価と今後の評価体制に関する提言（平成28年9月、電
力中央研究所）」にまとめられたエネ特30事業の費用対効果のうち、設備補助事業は上位7番目に相当

• プロジェクトの補助率は減少傾向。平成28年度採択分のうち約半分は補助率が20-40％台。
※補助率の上限は、同一国で採択された同一技術の数により段階的に引き下げている
（1件目：50%、2～4件目：40%、5件目以降：30%）

• プロジェクトへの補助金額の合計は約200億円。これによって実現したプロジェクトの総事業
費は約800億円であり、資金支援をテコとして約4倍の規模の事業が実現

より低率の補助
に順次移行

多くは1,000円/tCO2以下

5
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途上国に「優れた低炭素技術はトータルコストを低
減できる」という認識を定着させ、自立的に普及

＜地球温暖化対策計画、日本再興戦略における目標＞
• JCMの構築・実施により、2030年度までの累積で5千万～１億tCO2の国際的な排出削減・

吸収量を目指している。
• 設備補助事業の執行の効率化や、出口戦略として他の支援形態の活用により民間ベース案

件の促進を図りつつ、 2017年度以降も案件の形成を推進。2030年度までの累積削減量は
約5千万トンに達する見込み。

• さらに公的ファイナンスを活用した民間ベース案件を組み合わせることで、1億トンの排出
削減に向けてより効果的・効率的に案件の形成を推進。

JCMにおける目標

公的ファイナンスを
活用した民間ベース
案件

これまでの実績、他
の支援形態を活用し
た民間ベース案件
（約5千万トン）

波及

5千万～1億トン
に向けた計画値

6



低炭素技術は、ランニングコスト（電気代・燃料費等）が下がるのでトータルでは経済的だが、
途上国では特に初期コストで投資判断されるため、普及していない。

※事業者アンケート(2015年9月、野村総合研究所)では事業化の課題として「価格競争力の確保」が一番多く挙げられている

今後の方向性

7

→ トータルの経済性での評価が定着されてきた国・技術では、速やか
に民間ベース案件を促進するため、設備補助以外の支援形態（リー
ス補助、出資、ADBを活用したツーステップローン等）により、
民間主導のJCMを促進

→→ 民間資金による事業展開

• 普及初期の案件に限定して、初期コスト（設備導入費用）を補助することで、途上国
でもトータルコストによる投資判断が定着するよう、普及の突破口を開く。

• 設備補助事業の実績を積み重ねるとともに、投資回収の実績・効果を各国内で幅広く
情報発信することで、途上国が自ら優れた低炭素技術を選定するようになる。

※設備補助事業で採択している技術の投資回収年数は平均約6年
• PDCAサイクルにより設備補助事業の執行を更に効率化（補助率の更なる引き下げ、

費用対効果の審査基準の厳格化）

波及 波及波及

民間プロジェクト 民間プロジェクト民間プロジェクト

出
口
戦
略



手続きのステップ
所要日数

JCM CDM

方法論に係るパブリックコメント開始
～ 方法論承認まで 64 日

1 288 日2

プロジェクト登録に係るパブリックコメント開始
～ プロジェクト登録申請まで 49 日

1 385 日3

プロジェクト登録申請
～ 登録まで 47 日

1 95 日3

クレジット発行申請
～ 発行まで 14 日

1 85 日4

JCMにおける各種手続きの所要日数（CDMとの比較）

出典: 1 JCM website
2 CDM pipeline (UNEP RISO)
3 IGES CDM Project Database 
4 IGES CDM Monitoring and Issuance Database
(平成28年11月24日時点) 8
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【日時】平成28年11月11日（金）14時50分～15時50分

【出席者】
行革本部 山本大臣、松本副大臣、務台政務官
環境省 山本大臣、鎌形地球局長ほか
経産省 保坂審議官ほか

【対象事業】
・JCM資金支援事業（プロジェクト設備補助）
・JCM基盤整備事業（制度構築・案件形成支援）

【指摘事項】

①経済産業省と環境省の事業の重複を排除するとともに、これまでの事業の成果を踏ま
えてた支援メニューの再考と重点化、さらには窓口を一本化するなど効率的な事業実
施体制の確保に取り組むべきである。

②今後、国による支援は、費用対効果が高く、先駆的な事例や我が国の省エネ技術等の
普及にも貢献できるようなものに対して、補助金に依存しない、民間主導のプロジェク
トの普及につながっていくものに限定していくべきである。

③経済産業省と環境省が実施する温暖化対策事業について、両省間で政策の実現に向
けたアプローチを共有し、効率的で効果的な予算となるよう取り組むべきである。


